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税の帰結
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税は政治？

• 「税は政治そのもの」？ ⇒帰結は経済そのもの

• 政治的に望ましくても、経済的に合理性に欠く税の経済的な
帰結は望ましくない⇒非効率・不公平

例：消費税の軽減税率

• 税は政治の問題と割り切ることはできない！

経済学の視点＝エビデンス・ロジック

政治の視点＝選挙・既得権益への配慮
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税の帰結

税目 要因 帰結 認識

固定資産税 小規模住宅への軽減
措置

 「空き家」の放置
 日本人の家は「うさぎ小屋」？

 多死社会問題
 日本の狭い国土

車体課税 自動車税と軽自動車税
で異なる課税基準

 性能は同じでも軽自動車税が広く普
及

 軽自動車は地方の足・庶民
の味方

酒税 ビールと発泡酒で異な
る税率

 ビールの低迷と発泡酒の普及  消費者のビール離れ

法人税 高い実効税率  内部留保の積み上げ
 リスクを取らない経営？

 乏しい経営能力

所得税 配偶者控除  103万円が企業の配偶者手当の基準
に

 税制上の壁はない
⇒「心理的」な壁？
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小規模住宅への優遇措置

区分 固定資産税 都市計画税

小規模住宅用
地

住宅の敷地で住宅１戸
につき200m2まで

評価額×１／6 評価額Ｘ１／3

一般住宅用地 住宅の敷地で住宅１戸
につき200m2を超え、家屋
の床面積の10倍まで

評価額Ｘ１／3 評価額Ｘ2／3
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「空家等対策の推進に関する特別措置法」
（平成26年法律第127号）の規定に基づき、

市町村長が特定空家等（注１）の所有者等
に対して周辺の生活環境の保全を図るため
に必要な措置をとることを勧告した場合は、
当該特定空家等に係る敷地について固定資
産税等の住宅用地特例の対象から除外す
ることとする。

注１：周辺の生活環境の保全を図るために
放置することが不適切な状態にある空家等



参考：車体課税の概要

取
得
段
階

自動車税
【都道府県税】

軽自動車税
【市町村税】

登録車 軽自動車

保
有
段
階

取得価格×３％ 取得価格×２％

（定額/年）

10,800円

排気量に応じ
（29，500円～

111,000円）

（定額/年）
2,500円 （エコカー）
3,300円 （非エコカー）

（車体重量（0,5トン毎）に応じ/年）
2,500円 （エコカー）
4,100円 （非エコカー）
5,700円 （13年経過車）
6,300円 （18年経過車）

※消費税10%引上げ時（平成31年10月1日）に廃止→自動車税/軽自動車税に環境性能割が導入

自動車取得税
【都道府県税】

自動車重量税
【国税】

購
入
時

新
規
登
録
時

＋
車
検
時

毎
年

＋エコカー
減税

＋エコカー
減税

＋グリーン
化特例

 ①登録車と軽自動車で税額や課税方法が異なる。
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出所：経済産業省



酒税とビール

• 酒税率の違い

⇒ビールから発泡酒等への代替効果を誘発？

出所：ビール業界分析http://www.towaly.com/event/2012.06.27.pdf

ビール税一本化、本格議論…政府・与党

政府・与党は今秋から始める２０１７年度税制改正の
議論で、ビール類の酒税の見直しを進める方針だ。
ビール類の税額の５５円程度への一本化や、ビール
の定義拡大が主な論点。

毎日新聞2016年8月17日
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http://www.towaly.com/event/2012.06.27.pdf


参考：退職金課税

出所；国税庁ＨＰ

勤続年数 退職所得控除額

20年以下 40万円×勤続年数

20年超 800万円+70万円×（勤続年数－20年）
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参考：配偶者の就労への壁

9出所：政府税制調査会資料

配偶者控除・特別
控除は見直しへ



税制入門
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税制の一般論と経済学

一般論 経済学

制度の解説 課税の誘因効果

税制の歴史（例：シャープ勧告） 税負担の帰着

税制の理念
 福祉国家ＶＳ夜警国家論

税の機会コスト
 逸失利益としての死荷重
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税金の区分（その１）

• 制度上、租税は（1）直接税と（2）間接税に区別される

直接税＝納税義務者と法律上の税負担者が同じ

間接税＝納税義務者と法律上の税負担者が異なる

⇒ただし、税の法律上の区分≠税の経済的帰結

直接税 間接税

国税 所得税、法人税、相続税 消費税、酒税、タバコ税

地方税 住民税、法人事業税、固定
資産税

地方消費税、都道府県・市町
村タバコ税
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税の区分（その2）

• 経済的性格に即した課税の分類

①一般的税と選択的税

 一般的＝経済活動・部門全般への幅広い課税

 選択的＝特定の経済活動・部門への課税

②要素課税と消費課税

 要素課税＝生産活動への課税

 消費課税＝消費活動への課税
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要素課税 消費課税

一般的 所得税（総合課税）

 労働・資本への対価として
の所得

消費税

選択的 法人税
法人部門の投資への課税
社会保険料（給与税）
正規雇用への課税

物品税
 酒税・たばこ税
 自動車取得税

環境税
 石油・ガス課税は生産要素への課税でもある



課税地の区分＝課税地原則

• 居住地主義（例：個人所得税（全世界所得課税））

＝納税者（個人・法人）の所在地で課税

＝全世界所得課税

• 源泉地主義・原産地主義（例：法人税（国外所得免除方式））

＝生産拠点で課税

• 仕向け地主義（例：消費税）

＝最終消費地で課税

＝輸出非課税・輸入課税
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経済のグローバル化に伴い仕向け地主義課税の有意性が増している



課税の原則

• 望ましい税の原則（理論的・経験的に導かれた原則）

1．公平性

2．中立性

3．簡素性

⇒ 税制評価・税制改革の指針

• 中立性は「税収中立」ではない！⇒中立性は課税が経済活動（＝成長、市場メカニズ
ム）を可能な限り阻害しない

• 簡素性

＝税の仕組みが納税者にとって分かりやすいこと

＝納税・徴税に伴うコストが低いこと
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制度の視点：主な国税・地方税

所得課税 消費課税 資産課税等
所得税 消費税 相続税
法人税 揮発油税 登録免許税等

酒税
たばこ税
自動車重量税
石油ガス税等

法人事業税 地方消費税 不動産取得税
個人道府県民税

自動車税

法人道府県民税 軽油引取税

道府県税利子割 自動車取得税
個人事業税 道府県たばこ税

個人市町村民税
市町村たばこ税 固定資産税

法人市町村民税 軽自動車税 都市計画税

特別土地保有税
事業所税

地方

道府県

市町村

国
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税の特殊性

• 「税」とは国民から「政府」（国・地方自治体）に対する「支払い」

⇒しかし、市場で財・サービスを購入する対価としての価格とは異なる

• 受益に応じて負担を自由に選択できるわけではない≠ 効用最大化（消費者主権）

• 市場取引＝契約関係≠納税の義務

           表：市場取引と税負担の違い 

 

 市場取引 税負担 

強制力の有無 自発的 強制的 

受益と負担の関係 密接に関連 関連が希薄 ⇒ 所得再分配 

支払い額の選択 購入量は個人が自由

に選択 

政治的（集合的）に選択＝個々人

が自由に選べるわけではない。 
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　　　　　　　　　　　表：市場取引と税負担の違い


		

		市場取引

		税負担



		強制力の有無

		自発的

		強制的



		受益と負担の関係

		密接に関連

		関連が希薄　⇒　所得再分配



		支払い額の選択

		購入量は個人が自由に選択

		政治的（集合的）に選択＝個々人が自由に選べるわけではない。







課税への反応

• 税に対する個人（経済主体）の反応は多層的

 公共選択＝課税の決定⇒有権者として反応

 私的選択＝課税下での経済活動の決定⇒納税者・消費者として反応

有権者として消費税増税に賛成でも反対でも消費者としての行動は同じ！
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納税者の反応 財政への影響 例

公共選択 課税の趣旨（社会連
帯・応益性）への理解

政府の予算制約（収支）を勘案 社会保障制度や将来世代のた
めにも消費税増税はやむを得な
い

私的選択 自己利益を追求 自分の納税額と社会保障等公共
サービスをリンクさせない

掛け込み需要
課税逃れ（消費の抑制等）



出所：税調「金融・経済危機を背景とした欧米諸国における議論」（平成23年11月8日）



仏「税率75％」避け富裕層脱出

• フランスのオランド政権は所得税の最高税率を75％に大幅に引き上げる増税案を修正する方向
で検討に入った。重い税負担を嫌って富裕層が外国籍を取得する「国外脱出」が相次ぐうえ、違憲
判決も下ったからだ。

• 昨年５月に発足したオランド政権は、富裕層から低所得者への所得再配分を掲げる。2013年から
は２年間の時限措置で年収100万ユーロ（約１億1500万円）を超える個人の所得税率を、現行の
約40％から一気に75％に引き上げる案を示した。

• 企業経営者や富裕層の多くが脱出先に選ぶのが隣国ベルギー。12年中にベルギー国籍を申請し
たフランス人は126人と、前年から倍増した

日本経済新聞2013/1/9
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税の機能

改革の狙い 例

消極的機能 公共支出（財・サービス供
給）の財源確保

税の「財源調達能力の回復」 所得税の課税ベース
拡大
消費税の充実

積極的機能 経済活動の誘導
 「誘因づけ」

「市場の失敗」の矯正
経済成長・活性化の促進

環境税の創設

政策税制（租税特別
措置）等

22



需要曲線＝限界便益

供給曲線
＝私的限界費用

市場価格

社会的限
界費用 限界便益

効率＝課
税後均衡

均衡価格
（税込み）

０ 生産量

Ａ

Ｃ

図表3
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効率的
生産量

Ｆ

Ｅ

税率＝
限界外部費用

社会的限界費用

均衡価格
（税抜き）

課税前均
衡生産量

課税前
均衡



  フィンランド* ノルウェー* スウェーデン デンマーク オランダ* イギリス ドイツ イタリア* フランス 

税目 炭素税 炭素税 炭素税 炭素税 
燃料税 

(旧一般燃料税) 

エネルギー税 

(旧燃料規制税) 
炭化水素油税 気候変動税 

エネルギー税 

(旧鉱油税) 
電気税 鉱油税 石炭税 

主な課税物件                         

ガソリン ○ ○ ○ ○ － － ○ － ○ － ○ － 

灯油 ○ ○ ○ ○ － ○ ○ － ○ － ○ － 

軽油 ○ ○ ○ ○ － ○ ○ － ○ － ○ － 

重油 ○ ○ ○ ○ － － ○ － ○ － ○ － 

石炭 ○ － ○ ○ ○ － － ○ ○ － ○ ○ 

ＬＰガス － － ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － ○ － 

天然ガス ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － ○ － 

  

電力 － － － ○ － ○ － ○ － ○ － － 

課税対象とされる 

主な用途 

交通・事業・ 

家庭用 

交通・事業・ 

家庭用 

交通・事業・ 

家庭用 

交通・事業・ 

家庭用 

交通・事業・ 

家庭用 
事業・家庭用 

交通・事業・ 

家庭用 
事業用のみ 

交通・事業・ 

家庭用 

交通・

事業・ 

家庭用 

交通・事業・ 

家庭用 

事業用の

み 

課税段階 

(納税義務者) 
製造・輸入 製造・輸入 製造・輸入 

製造・輸入 

(電力は供給) 
製造・輸入 

製造・輸入 

(電力は供給) 
製造・輸入 供給 製造・輸入 供給 製造・輸入 製造・輸入 

施行時期 

1990 年導入 

(既存のエネル

ギー税を改組) 

1991 年導入 

(既存のエネ

ルギー税に

上乗せ) 

1991 年導入 

(既存のエネ

ルギー税に

上乗せ) 

1992 年導入 

(既存のエネ

ルギー税と

は別に導入) 

1992 年 

(既存の一般燃

料課徴金を旧

一般燃料税に

改組) 

1996 年導入 

(追加課税) 

1993～99 年 

(税率の大幅

な引上げ) 

2001 年導

入 

(課税対象

の拡大) 

1999 年 

(2003 年まで

段階的に税

率引上げ) 

1999

年導入 

(課税

対象の

拡大・

2003

年まで

段階的

に税率

引上

げ) 

1999 年 

(2005 年までに

段階的に税率

引上げ) 

2007 年導

入 

(既存のエ

ネルギー

税とは別

に導入)￥ 

欧州諸国におけるエネルギー税制による地球温暖化対策の概要
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出所：財務省HP
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		製造・輸入

		製造・輸入
(電力は供給)

		製造・輸入

		供給

		製造・輸入

		供給

		製造・輸入

		製造・輸入



		施行時期

		1990年導入
(既存のエネルギー税を改組)

		1991年導入
(既存のエネルギー税に上乗せ)

		1991年導入
(既存のエネルギー税に上乗せ)

		1992年導入
(既存のエネルギー税とは別に導入)

		1992年
(既存の一般燃料課徴金を旧一般燃料税に改組)

		1996年導入
(追加課税)

		1993～99年
(税率の大幅な引上げ)

		2001年導入
(課税対象の拡大)

		1999年
(2003年まで段階的に税率引上げ)

		1999年導入
(課税対象の拡大・2003年まで段階的に税率引上げ)

		1999年
(2005年までに段階的に税率引上げ)

		2007年導入
(既存のエネルギー税とは別に導入)￥



		税収

		1,268億円
(1999年)(注２)

		1,334億円
(2006年推計)

		3,667億円
(2004年)

		911億円
(2005年)

		69億円
(2004年)

		3,747億円
(2004年)

		(注２)

		1,473億円
(2005年度)

		2兆4,030億円
(2005年)

		2兆8,658億円
(2005年)

		－



		税収使途

		一般財源

		







出所：環境省資料

平成24年10月１日から「地球温暖化対策のた
めの税」が段階的に施行されており、平成26
年４月１日からは２段階目の税率が適用
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参考：二重の配当

• 全ての税が「歪み」（＝経済活動を非効率）をもたらすわけではない

税の歪み＝課税のコスト

• 市場が失敗している（個人の誘因が歪んでいる）とき、課税は均衡（個人の意思決定）を矯正する機
能を持つ

⇒効率性の改善＋税収の確保＝「二重の配当」

例 市場の失敗 原因

環境税 公害・地球温暖化 外部コスト

たばこ税 健康の悪化
⇒医療費の増加・労働力の低下

個人の不合理な選択行動

ポテトチップ税？ カロリーの過剰摂取

26



税の公平感
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税の公平とは？

• 消費税は不公平？⇒税の公平感は多面的

• 公平感（その１）

 応益原則＝受益に応じた負担（例：利用料、均等割）

 応能原則＝「担税力」（支払い能力）に応じた負担（再分配）

• 公平感（その２）

 垂直的公平＝所得・富の格差の是正（所得再分配）

 水平的公平＝「均等者均等待遇」

• 水平的公平感＝政府の政策以前に同等な厚生水準を得ていた2個人が政策（例：課
税、公共サービス）の結果、厚生水準に格差が生じてはならない（例：「クロヨン」）。

28



公平感の多面性

応能原則 応益原則

個人住民税均等割

（＝住民に一律課
税）

低所得層にも同等の
負担を課すので不公
平

皆が等しく受益するサービス
への負担であれば公平

社会保障の世代間
格差（受益と負担の
格差）

世代間再分配とみな
せば受容できるかもし
れない

負担（社会保険料）に受益
（将来給付）が見合わないの
で不公平

29



異なる所得捕捉率

30出所：東京都税制調査会「公平な徴収を担保する仕組みに関する資料」（平成24年7月30日）

クロヨン



消費税は公平？

• 「稼得された所得はいつかは消費されるとの考えに立てば、消費は「一時点の所得」よりも生涯を
通じた経済力をより正確に反映していると考えられる。これに比例的に負担を求める消費税は、む
しろ負担の公平に資するとの見方も可能である」（政府税制調査会（2007年11月）

31

担税力 年間所得 生涯所得

消費税 逆進的 比例的

応能原則からの評価 不公平 公平

消費税＝所得税と税等価



課税の誘因効果
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何を学ぶのか？税金の通念と実際

33

通念 実際

誘因効果 減税は労働供給や貯蓄
を喚起する

所得効果(－)と代替効果(＋)が反対に
作用する

税の負担 税を払う主体（企業等）が
税を負担する

市場の構造（弾力性等）に依拠して税負
担は転嫁する

税のコスト 納税額がコストである コストは逸失利益であり、納税額は所得
移転に過ぎない



税の機能と帰結

• 税の「経済的帰結」≠建前・意図

• 理念（政策的意図）は掲げただけで実現するわけではない

 その実現の有無は、経済主体の誘因との両立性に拠る

例：格差是正を掲げた所得税の増税の帰結＝富裕層の流出⇒ 格差是正は実現していない

• 課税は個人・企業（経済主体）の意思決定に影響＝誘因効果

 家計の効用最大化

 企業の利潤最大化

⇒需要・供給パターンの変化⇒市場均衡の変化＝税の帰着分析
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何故「誘因効果」か？

• 税の「支払い」と受益の関係が不明瞭（所得再分配）

⇒納税者は課税を「対価」（価格）ではなく、「コスト」として認識

⇒税の支払いを回避するように行動

• 税は経済主体の経済活動（消費・生産）を対象

⇒経済活動の変化で税支払い（負担）も変化

⇒課税の「非中立性」

• 税の公共選択と私的選択の区別

⇒公共選択で増税に合意していても、私的選択において各経済主体は自己利益を追求＝課税
の誘因効果

35



再掲：課税への反応

• 税に対する個人（経済主体）の反応は多層的

 公共選択＝課税の決定⇒有権者として反応

 私的選択＝課税下での経済活動の決定⇒納税者・消費者として反応

有権者として消費税増税に賛成でも反対でも消費者としての行動は同じ！

36

納税者の反応 財政への影響 例

公共選択 課税の趣旨（社会連
帯・応益性）への理解

政府の予算制約（収支）を勘案 社会保障制度や将来世代のた
めにも消費税増税はやむを得な
い

私的選択 自己利益を追求 自分の納税額と社会保障等公共
サービスをリンクさせない

掛け込み需要
課税逃れ（消費の抑制等）



税と市場メカニズム

0

)(qDx

X財価格

00 pq =

0x X財生産量

E

市場価格の変化

＝税の帰着

誘因効果
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𝑆𝑆𝑥𝑥(p)

消費者の効用
最大化行動

企業の利潤
最大化行動



サプライサイド経済学？

• 従来の税制論議は短期の景気に及ぼす影響に偏重（例：課税は消費に影響）・・・

ケインズ型有効需要（短期マクロ）モデルを前提

• サプライサイド（新古典派）＝課税の長期的効果に着目⇒生産性への影響は？

着目点

マクロ 潜在的経済成長力

ミクロ＝誘因効果 家計＝労働・貯蓄、消費選択
企業＝立地、雇用・設備投資選択



参考：アベノミクスの長期と短期

• アベノミクスは①短期はケインジアン的有効需要政策、②中長期的にはサプライサイド（新古典派）的
な生産（供給）サイド主導の成長戦略

39

)( MXGICY −+++=
短期

中長期

成長戦略

機動的財政政策

大胆な金融緩和⇒円
安に誘導

景気対策＝需要の創出で脱デフレを図
り、構造改革＝生産性の向上で
高成長軌道に載せる

• 中長期的に経済規模を決めるのは生産サイド

潜在的成長率＝生産性など生産サイドで決定



家計の効用最大化（復習）
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効用最大化と需要関数

• 家計は、予算制約式と市場価格を「制約」として、自身の効用を「最大化」するよう消費の組

み合わせを選択。

• 選択された消費の組み合わせは、家計が「与件」とした変数（価格、所得）に依存。

⇒価格、所得が変われば需要も変化する

• 財貨の価格は家計の観点からすれば、「外生的」であるが、需給を調整するよう市場におい

ては「内生的」に決定される。
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効用最大化と需要関数
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最大効用＝間接効用関数

効用最大化条件

予算制約式



0

1．リンゴ
2．明日の消費
3．消費
4．雨の日の消費

1．ミカン
2．今日の消費
3．余暇(労働）
4．晴れの日の消費

図３：家計の選択
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所得効果と代替効果

• ｘ財価格の上昇は（1）財貨ｘへの割高感（当初の限界代替率に比べて市場価格が上昇）を与えるとと
もに、（2）家計の「購買力」（＝実質所得）にも影響。

 代替効果＝割高感⇒ｘ財からy財への代替を促す：ｘ￬ ｙ￪

 所得効果＝購買力の低下⇒ 「正常財」への需要を減じる：ｘ￬ ｙ￬

財ｘの価格上昇 Ｘ需要 Ｙ財需要

代替効果 (－) （＋）

所得効果 (－) （正常財） (－) （正常財）
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価格上昇後、ＭＲＳが
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価格上昇の結果、購入でき
なくなった消費の組み合わせ

購買力の低
下
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所得効果と代替効果

• 何故、価格の変化が需要に及ぼす効果を所得効果と代替効果に区別するのか？

• 課税のもたらす資源配分への「非効率」効果（＝「歪み」）は「代替効果」でもって測定される。

• 所得効果と代替効果が反対方向に作用する場合、価格変化が消費者の選択に及ぼす効
果は曖昧になる

価格変化 代替効果 所得効果 備考

労働供給 賃金率上昇

下落

(＋)
（－）

(－)
（＋）

労働は劣等財

貯蓄 利子率上昇

下落

(＋)
（－）

(－)
（＋）

現在消費は正
常財
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代替効果と弾力性

• 代替効果が大きい

⇒密接な代替財が存在

例：ビール対発泡酒 自動車対軽自動車

• 相対価格の変化に対して、当該財需要の
弾力性が大きくなる⇒需要関数は水平

需要関数の傾き＝弾力性⇒税負担の転
嫁を決定

（相対）価格

需要

０

密接な代替財あり

代替財なし

需要関数

注：所得効果は捨象



課税と消費者の選択
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課税と家計の選択

• 2財Ｘ，Ｙを消費している「代表的」家計を想定

所得Ｉは与件

物品税＝財Ｘに対して一単位あたり税率ｔ（従量税）でもって課税（例：ガソリン税）

• 消費者の観点からすれば、財Ｘの価格が引き上げられたことに相当⇒ただし、生産コ
ストが高まったわけではない。

物品税の効果＝所得効果＋代替効果

代替効果＝課税による「相対価格」の変化に起因
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留意：消費者は納税額を最小化するので
はなく、物品税を価格の一部（税込価格）
として消費選択



一括（定額）税の効果

• 家計の消費選択に関わらず定額でＴだけ税を課す⇒「相対価格」を変化させることなく消費者の予算制
約式が「平行」にシフト

• 定額税＝家計から政府への所得移転⇒所得効果のみを発揮

• 税等価：所得Ｉを「与件」とするとき、財Ｘ，Ｙに対して均一に課税を行う（一般）消費税は一括税と税等価：
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代替効果と所得効果

含意 集めた税収を家計に一括
移転として戻す

代替効果 消費者の認識する相対価格
の変化

相対価格は変化したまま

＝代替効果は消えない

所得効果 納税者（消費者）から政府へ
の所得移転

解消

消費者（納税者） 政府

Ｘ財市場 納税

税金の還付＝一括移転

支払い
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Ｘ財への課税と代替効果

y

1y

1x x

0y

0x0

0u

E
F

yx pp /

yx ptp /)( +

ypI /

yptx /1

代替効果

所得補償（税収の還付）後も税の効
果（＝相対価格の変化）が残る
＝代替効果
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代替効果ＶＳ所得効果

• 物品税の場合、課税財（例：財Ｘ）が「正常財」でる限り、代替効果、所得効果ともに課税
財の需要を低下させる。

• ただし、「非課税財」（例：財Ｙ）の場合、代替効果(＋)と所得効果(－)は逆方向

• 賃金や利子率に対する課税も代替効果（＋）と所得効果（－)が逆方向に作用

• 通念：所得税は勤労意欲（＝労働供給）や貯蓄を阻害

⇒賃金税や利子所得税の労働供給、貯蓄への誘因効果は確定的ではない！
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軽減税率は「代替効果」を誘発
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所得効果のみ

60

所得を一定とすれば、一律課税の
効果は所得効果のみ
消費税＝賃金所得税
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消費税と景気
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消費税増税の前後で代替効果
⇒掛け込み需要・反動減



社会保険料と雇用形態
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代替効果

代替効果は企業の誘因にも作用

社会保険料＝実質的に正規雇用課税
⇒正規雇用から非正規雇用への「代替」
を誘発
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＝非正規雇用

＝正規雇用

等量曲線

社会保険料

企業の誘因＝費用最小化



誘因効果（まとめ）

代替効果 所得効果

課税上の含意 市場価格の情報伝達機
能への「ゆがみ」

納税者（民間）から公共部
門への所得移転

個人の選択 O O
効率性への含意 非効率

＝超過負担
再分配
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